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カンボジア開発過程への中国の影響
－国際援助協調の衰退と権威主義化の連動の分析

稲田　十一

はじめに－本稿の論点

本論文で焦点をあてるのは、中国の援助や経

済協力の拡大が、2000年代に入って強化され

たかにみえた国際援助協調の枠組みにいかなる

影響を与えたかを、特に中国の援助の影響が大

きいカンボジアを事例として取り上げながら検

証することである。

論文の第1節では、1993年からの新生カンボ

ジアの経済社会と政治の変容を具体的な数値指

標の変化を参考に概観し、第2節では、2000年

代半ばから拡大してきた中国の経済的プレゼン

スの実態把握を行い、第3節では、そうしたカ

ンボジアに対する中国の経済関係の拡大が、カ

ンボジアを支援してきた国際援助協調体制にど

のようなインパクトを与えてきたのかを検証す

る。最後に第4節で、カンボジアにおける権威

主義化の外的要因について整理するとともに日

本の関与のあり方について検討する。

中国は援助供与に際して内政への不干渉を唱

えており、援助にあたって相手国の意思決定プ

ロセスの透明性や腐敗のないことや民主的な手

続を求める欧米の姿勢とは一線を画しているこ

とから、援助を梃子にした欧米の「民主化圧

力」の効果を低下させている、あるいは、現地

の既得権を持つ勢力と手を結び経済的利益を追

求する中国の援助の拡大は、途上国の腐敗と汚

職を助長するものであるといった批判もある。

こうした議論が現実に即した批判であるかにつ

いては詳細な検証が必要であり、カンボジアに

ついては、2014年の論文で詳細な整理と検討

を行なった（稲田、2014）1。

本論は、カンボジアの過去30年の新たな国

づくりの過程で、2000年代までは国際社会の

援助協調の枠組みが形成され、民主的な国づく

りを進めてきたという歴史を振り返り、2010

年代になって顕在化してきたカンボジアの「権

威主義化」と国際援助体制の変化との関係をよ

り詳細に分析しようとするものである。

１．カンボジアの経済とガバナンス状
況の推移 2

（１）着実な復興と経済発展

以下では、まず、カンボジアの過去、およそ

四半世紀の経済発展、人々の生活の改善の動向

を、いくつかの主要指標をみることによって概

観しておく。

カンボジアのGDP成長率の推移（図1）をみ

ると、1994年以降着実な経済発展を遂げ、特

に1999年以降2007年までは平均して年率10％

程度の成長を達成してきた。2008年夏の国際

金融危機後、GDP成長率は鈍化したが、2010

年には回復し、その後も年率7％前後の成長率

を達成している。

一人あたりGDPの推移（図2）をみると、

1998年までの一人あたり所得は停滞し世界の

最貧国の一つであり続けたが、ASEAN（東南

アジア諸国連合）に加盟した1999年以降は、

着実な発展を遂げてきた。2015年には世界銀
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行の分類による、「低所得国（Low Income 

Country）」から「低位中所得国（Lower Middle 

Income Country）」の水準を超え、2019年時点

で1,269米ドルである。

また、より総合的な開発指標である人間開発

指数（Human Development Index: HDI）の長期

的な変化を示したのが、図３である。これを見

ると着実な改善を示している。カンボジアは

1990年の0.364から2019年には0.594に改善

（0.23上昇）している。
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図１．カンボジアの GDP 成長率の推移

（注）カンボジア統計局データより筆者作成。単位：％

図２．カンボジアの一人あたり GDP の推移

（注）世界銀行データより筆者作成。単位：米ドル／年



カンボジア開発過程への中国の影響－国際援助協調の衰退と権威主義化の連動の分析

― 51 ―

写真１と写真2は、同じ場所（プノンペン中

心部にあるHotel Cambodianaの屋上）から撮影

した、1992年と2016年の大きな変化の様子で

ある（筆者撮影）。1992年時点では、周辺の建

物は破壊されたままで野原には避難民が掘っ建

て小屋に住んでいた。しかし、2016年には、

周囲には新しいホテルなどの建物が立てられ、

市民向けの公園・遊園地が整備されており、四

半世紀の間に、急速な復興を遂げたことがよく

わかる。

 図 3．カンボジアの HDI の改善

（注）UNDPの Human Development Report（人間開発報告書）各年版より筆者作成。
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写真１―1992 年（Hotel Cambodiana の屋上より）  写真２―2016 年（同じ場所）

（２）国として次第に安定化

国の安定（あるいは脆弱性）を示す代表的な

指標として、「国の脆弱性指数（State Fragility 

Index）」があげられる。これは25が最も脆弱

で数値が小さいほど国が安定していることを示

す総合指標である。これ（図４）を見ると、カ

ンボジアは、1995年に16、2007年に12、2016

年に11へと安定化し、近年の10年間はほぼ横

ばいである。
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（３）行政能力のゆるやかな改善

開発に関わる行政能力を示す代表的な指標と

して、世界銀行による「国別政策制度評価

（Country Policy and Institution Assessment: 

CPIA）」がある。これは、実際の世銀の融資政

策の判断基準ともなる支援対象途上国の政策・

制度・ガバナンスに関するレーティング（数値

等による評価づけ）である。

カンボジアの行政能力は、ポル・ポト統治時

代の虐殺により1970年代末にはいったんゼロ

に近い状況になったといわれたが、UNTAC時

代を経て、国際社会の支援を受けながら、過去

25年間に改善・向上してきた。図5にみられる

ように、カンボジアのCPIAは1995年には2.7

であったが2007年頃には「脆弱国家（fragile 

states）」から脱する基準とされる3.2を越え、

2010年には3.4になり、その後はほぼ横ばいで

ある。
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図 4．カンボジアの State Fragility Index の改善

（注） Center for Systemic Peace, State Fragility Index各年版（2017 年が最新版）より筆者作成。数値は 0から
25 までで低いほど「安定」。

図 5．カンボジアの CPIA の推移

（注）世銀 HPの CPIA各年版より筆者作成。数値は 1から 6までで大きいほど「良い」。
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（４）腐敗・汚職の横行

また、欧米的な価値観を反映した評価指標の

別の例として、国際NGOのTransparency International

（TI）が毎年作成している「腐敗認識指数（Corruption 

Perception Index: CPI）」がある｡これは腐敗度

の深刻さを数値（1から10）で示したもので、

数値が低いほど腐敗度が高いことを意味する。

カンボジアの場合、図６にみられるように、

2003年に1.2ときわめて低く（腐敗度がひどく）、

2006年に2.3（世界順位でみると良い方から数

えて130位）、とやや改善されたが、2007年に

は2.1（同162位）に悪化し、その後ほぼ横ば

いのまま、2020年も2.1のままである。2018年

時点でカンボジアは世界の中でも最も腐敗度の

高い国の一つ（世界183 ヶ国中164位）と見な

されており、また、2006年と比較すると近年、

更に悪化傾向にあると考えられている。

カンボジアにおける腐敗や汚職の横行は、カ

ンボジア社会が依然として地縁・血縁に基づく

縁故主義社会であることに原因があるとする見

方もある一方（天川、2004）、近年の政府によ

る汚職・腐敗の横行は、与党である人民党支配

の強化と経済的な利権の独占と関連していると

いう見方もある。

図 6．カンボジアの TI-CPI の推移

（注） Transparency International の CPI指標各年版より筆者作成。数値は 0から 10 までで大きいほど「良い」
（汚職度が低い）。
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（５）政治の権威主義化（民主化の後退）

政治体制の民主化度をはかる指標には、いく

つかの異なる指標がある。以下では、代表的な

指標として経済雑誌エコノミスト（The 

Economist） の「Democracy Index（民主主義指

数）」とPolity IVスコアを確認してみる。

①The Economist のDemocracy Index

　（民主主義指数）

The Economist の Intelligence Unitが2006年以

降、世界各国のDemocracy Indexを出している。

それによれば、2006年以降の時期に関して、

カンボジアの民主主義度は2006年に4.77であっ

たが（これは「Hybrid Regime」のカテゴリー）、

2016年以降急速に低下し、2020年には3.10ま

で低下し、これは「Authoritarian」のカテゴリー

に位置づけられる。
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政治体制の変化をみる上では、民主的な政体

であるかを示すPolity IVスコアの変化をみるこ

とも有益である。それによれば、2006年以降

の民主化の動向について、上記のDemocracy 

Index とほぼ同様の動きを示しており整合的で

ある。カンボジアのスコアは、国連暫定統治の

中で新たな国づくりに着手した1992年以降、

急速に民主化し「１」の水準に達し、1997年

の政変で一時的に落ち込んでいるが、1999年

以降、ある程度改善された水準（+2：開放的

アノクラシー［完全に民主主義でも独裁主義で

もない中間的な政治体制］）でほぼ横這いで

あった。しかし、2017年を境として急激に悪

化し、2018年時点では「－5」（オートクラシー

［Autocracy: 独裁政治・専制政治］）とされてい

る。Polity IVの補足欄では、この大きな下落の

理由を以下のように説明している。

「2018年7月に予定されていた議会選挙に向

けて、フン・セン（Hun Sen）首相は野党・救

国党（CNRP）の指導者を反逆罪の罪で逮捕し、

それを最高裁判所による救国党の解党命令の根

拠として利用した（救国党の元リーダーである

サム・ランシーは国外に逃亡した）。救国党の

解党は人民党（CPP）に支援されたフン・セン

による自作のクーデターと考えられる。3」

図 7．カンボジアの Democracy Index の推移

（注）The Economistの HPの Democracy Indexより筆者作成。数値は 0から 10 までで大きいほど「民主的」。

0

1

2

3

4

5

6

2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020

図 8．カンボジアの Polity IV スコアの推移

（注） Polity IV スコア（Center for Systemic Peace, Country Report, 各年版）より筆者作成。数値は－ 10 から
＋ 10 までで高いほど「民主的」。
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２．カンボジアに対する中国の援助と
投資の拡大

（１）カンボジアへの援助の動向

1992年以降のカンボジア復興期において、

カンボジアに対する最大ドナーは日本であった。

日本政府は、1991年パリ和平協定の締結に尽

力するなど、カンボジア和平に外交面から非常

に深く関わった。また、国連PKO（平和維持

活動）への初めての参加、警察支援などこれま

で関与しなかった分野にも意欲的な支援を行っ

た。経済復興面でもODAの積極的な投入を

行ってきた。1990年代と2000年代を通じて、

カンボジアにおいて、日本のODAは（二国間

支援と多国間支援の両方をあわせた）国際社会

全体の支援額のおよそ20％を占めてきた。

すなわち、カンボジアに対しては、1992年

の国連PKOの開始以降、日本はカンボジアに

対する最大のODA供与国としてその復興開発

に深く関わり、その新しい国づくりにおいて日

本が果たしてきた役割は極めて大きかったと

言って良いだろう。しかし、バブル崩壊後の日

本経済の停滞（失われた10年あるいは20年）

もあって日本の存在感は次第に低下し、その一

方で中国経済の台頭はめざましく、2010年に

は中国のGDPが日本のGDPを追い抜き、同じ

年にカンボジアに対する中国の援助額は日本の

援助額を追い抜いた。

中国の援助に関しては、中国がOECD（経済

協力開発機構）に加盟していないこともあって、

正確なODA額は不明であるが、カンボジアに

関しては、中国は内戦時代（1975－91年）に

クメール・ルージュやポル・ポト派を支援して

いたため、カンボジア政府（ヘンサムリン政

権）に対する支援はなかった（日本も1978年

末から91年まで援助凍結）。1992年の国連カン

ボジア暫定統治機構（United Nations Transition 

Authority in Cambodia：UNTAC）後も、中国は

ポル・ポト派を支援していたという歴史的経緯

から新政府に対する援助には消極的であった。

図 9．主要ドナーによる対カンボジア ODA 額の推移（単位：百万米ドル）

（注）１．支出純額（ODAネット）、2019 年及び 2020 年は予測値　　
　　 ２．OECD/DAC統計及び CDC統計より作成
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近年、カンボジアについては援助受入の窓口

であるカンボジア開発評議会（Cambodia 

Development Council：CDC）が統計を整備する

ようになったこともあって、かなり正確な統計

が入手できる。基本的統計として、過去28年

間の主要ドナーによるカンボジアへのODA供

与額の推移（1992－2020年）をまとめたのが

図9であり、OECD/DACの統計をベースとして、

中国の援助額についてはCDCの統計をもとに

両者を結合して作成したグラフである。それに

よれば、中国のカンボジアへの援助額は、2010

年に日本を抜き、近年ではその額は日本の4倍

程度の規模に達している。なお、写真3よび4

は、中国が支援した援助案件の代表的な事例で

ある（2017年、筆者撮影）。

写真 3 ―国家評議会ビル 写真 4 ―プノンペン郊外の橋
（左が日本支援の橋・右が中国支援の新しい橋）

（２）カンボジアへの投資の動向

一方、投資状況について見ると、カンボジア

は1993年の選挙の後もしばらくの間、紛争の

影響が残る国として、タイやシンガポールの華

僑系企業を除いて外国からの企業投資は限定的

であった。しかし、1999年のASEAN加盟に

よってグローバル経済の輪の中にようやく入っ

てくるようになり、特に2005年頃からカンボ

図 10．中国の対カンボジア投資額の推移（1994-2020 年、固定資産形成、単位 :百万米ドル）

（注）カンボジア国立銀行統計より作成。

0

1000

2000

3000

4000

5000

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20



カンボジア開発過程への中国の影響－国際援助協調の衰退と権威主義化の連動の分析

― 57 ―

ジアへの外国投資の拡大が顕著になってくる。

それを牽引したのが中国企業である。中国のカ

ンボジアに対する投資金額の推移（1994-2020

年）をまとめたのが、図10である。

カンボジアに対する外国投資（認可）額を国

別にみると、1994－2010年では中国が最も大

きく（38％）、次いで韓国（19%）、マレーシア、

米国、台湾、タイと続き、日本は12位であっ

た4。その後2010－2016年の累計で見ると、中

国の比率が28％と依然として高く、次いで英

国が（2011年に）大規模な投資案件があった

ために16%、韓国11%、日本9%、以下、ベト

ナム、香港、台湾、マレーシア、シンガポール、

タイと続く（図11）。日本は2007年にカンボジ

アと投資協定を結び、2011年後半より、日本

企業のカンボジア投資が拡大してきており（稲

田、2013a）、たとえば首都プノンペンのイオン

の出店は、日本企業のカンボジア進出の成功例

とされているが、中国の存在感の大きさに変化

はない。　

また、近年（2011年以降）の中国の援助の

供与額が年間約4億ドル前後で推移しているの

に対し（図9参照）、中国の対カンボジア投資

の金額は、経済状況に左右される度合いが高く

年による変動が大きいものの、2017年以降は

一貫して10億ドル以上の規模であり、経済的

なインパクトは援助よりも大きい。なお、カン

ボジアの固定資本形成で最も大きいのはカンボ

ジア国内資本による投資であり全体の半分程度

を占め、一国全体の固定資本形成に占める中国

の投資の比率は、例えば2018年で約46％、

2019年で約16%、2020年で約15%に留まる（図

10参照）。しかし、カンボジア資本には実態と

して中国系の企業が多く含まれていると想像さ

れ、大雑把にみて、援助の金額よりも一桁大き

い規模の重みを持っていると推定される。　　

要するに、中国の投資が圧倒的に多く、その

内容としては（資源関連を除けば）リゾート開

発やホテル、カジノなど観光分野の不動産投資

が数としては多いが、その一方で、縫製業など

労働集約産業の投資も顕著であり、それによる

雇用の拡大に関して、一定のインパクトを与え

てきたことは事実である。近年のカンボジアの

衣料品の輸出（特に欧米むけ）の拡大は、こう

図 11．対カンボジア投資認可額の国別比率（2010-2016 年の累計、単位 :％）

（注） JETRO「世界貿易投資報告」（2010~2017）より作成。＊中国が最大（ﾎﾃﾙ・飲食業・縫製業等）、英国
は 2011 年のみ巨額案件（通商投資室が事務所開設、繊維産業）
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した投資によって支えられてきた面がある

（CDRI、2011：34）。特に、プノンペンからシ

アヌークビルに至る地域（プノンペン周辺、国

道3号沿い、シアヌークビルの経済特区、等）

には、数多くの中国企業の工場があり、周辺か

ら多くの労働者（特に若い女性）を雇用してい

る（写真5および6）。

なお、カンボジアの縫製品の最大の輸出先は

米国である。この背景には、1996年に米国か

ら最恵国（MFN）待遇をえることができたこ

とがある。カンボジアの衣料品貿易は多繊維取

決めに規定されており、カンボジアは数量制限

を免れその恩恵を受けてきた。しかし、この多

繊維取決めは2004年に期限切れとなるが、

2004年10月にはWTO（世界貿易機関）への加

盟が実現し、最低限の関税率（MFNレート）

で輸出する権利を確保することができ、このこ

とがカンボジアの縫製業のその後の発展を支え

る大きな要因となってきた5。

一方、中国企業による開発事業の中には、問

題視されるものも存在する。カジノを併設した

大規模ホテルは、プノンペンの景観と風紀を損

ねるものとして批判的な市民もいる。またプノ

ンペン市内（中央に近い北西部）に中国企業に

よって建設されている大規模なビジネスコンプ

レックスは、土地の提供にあたって、カンボジ

ア政府がそれまでそこに住んでいた地元住民を

強制退去させた際に、住民の抵抗と市民団体の

批判にさらされた（写真７）。世銀など国際機

関や欧米ドナーの一部には、この問題を理由と

する援助の削減にもつながった。

３．国際援助協調の盛衰―カンボジア
事例

カンボジアは、かつては国際援助協調の典型

的事例の１つとして取り上げられていた。カン

ボジアにおける国際援助協調の進展を説明する

には、まずは、2000年前後の国際援助協調の

潮流について説明しておく必要があろう。

写真 5 －南部の中国進出企業

写真 6 －工場労働者の若い女性達

写真 7 －中国企業による開発事業
（住民の強制立退きが問題となった）
（注）いずれも 2016 年、筆者撮影。 
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（１）国際援助協調の高まり－モデル国として

のカンボジア 

世界銀行は、1996年にウォルフェンソンが

新総裁になったのち、貧困削減を世銀の第一の

組織目標として位置づけ、また、世銀の果たす

べき役割は、開発戦略に熟知した「ノレッジ・

バンク（知識の銀行）」として、途上国の開発

政策策定を支援するとともに、さまざまなド

ナーの支援を効果的に束ねてゆくことであると

した。

そうした考えの元、1998年頃から、世銀は

（ウォルフェンソン自身が）包括的開発フレー

ムワーク（Comprehensive Development Framework: 

CDF）を提示し、これをもとに、マクロ経済支

援から、インフラ建設、社会開発、貧困削減、

ガバナンス支援など、あらゆる開発の課題を一

つの枠組みの中でまとめ、国際機関や各ドナー

がそれぞれの比較優位のある分野を中心にしな

がら密接に協力し相談しつつ、途上国側の開発

戦略を練り、支援をしていくことを主張してき

た6。また途上国側には、さまざまな開発の課

題をCDFのマトリックスに対応した形でまと

めた開発計画案の作成の必要性を提唱した。こ

れがより具体的な形で結実したものが貧困削減

戦略報告書（Poverty Reduction Strategic Paper：

PRSP）である。今日、多くの途上国でPRSPを

中核に各ドナーが支援するようになっており、

PRSP は事実上世銀がチェックすることになっ

ているという点で、世銀主導のメカニズムであ

ると言うこともできる。また、世銀はPRSPを

とおしてCDFを実現したとも言いうる7。

こうした枠組みの形成をとおして、援助協調

の体制にも大きな変化がもたらされることに

なった。2000年以前の、世銀を中心とするCG

（Consulting Group:支援国）会合のシステムは、

年1回、主要ドナーが集まって、それぞれの支

援の総額や重点分野・内容等の概要を互いに公

表し合うような、やや儀式的な会合であった。

しかし今日、開発のさまざまな分野ごとに、当

該国の担当省庁を含めて各ドナーの担当者が現

地でワーキング・グループ会合を頻繁に開催し、

分野ごとに開発政策の方向性を議論し、その分

野の具体的な案件全体を確認し、各ドナーがそ

の中のどれを支援するかといった議論をするよ

うになった。こうした現地での頻繁なワーキン

グ・グループ会合は、現地でルーティン化され、

特に教育分野や保健医療分野においてその進展

が顕著である。こうした動きは、セクターワイ

ド・アプローチ（Sector Wide Approach: SWAp）

とかセクター・プログラム化と称される。2000

年代前半は、こうした「パートナーシップ・ア

プローチ」が急速に強化された時代であった。

1990年代から2000年代、カンボジアはこう

した国際援助協調のモデル国であった。カンボ

ジアで、とりわけ2000年以降進展した援助協

調強化の動きは、次のようないくつかの側面に

分けて整理することができる。なお、1993年

から2020年までの間に生じた、これらの具体

的な動向や変化を時系列の一覧表の形で整理し

たのが表１である。

①支援国会合の現地化（2002年以降）

1993年にパリで第1回カンボジア復興開発委

員会が開催されたのち、この会合は毎年1回、

カンボジアに対する主要な二国間支援国である

フランス（パリ）及び日本（東京）で交代に開

催されてきた。1996年からは「カンボジア支

援国会合（CG会合）」と称され、引き続き

2001年まで東京とパリの交代でCG会合が開催

されてきた。しかし、国際社会での途上国側の

オーナーシップや現地でのアラインメント重視

の議論を受けて、2002年からCG会合はカンボ

ジアの首都プノンペンで開催されるようになっ

た。
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② セクター毎のWG設置（1999年開始、2004

年以降本格化）

また、1999年に六つのワーキング・グルー

プ（WG）が設置され、2002年に更に一つが追

加、2004年には合計17のテクニカル・ワーキ

ング・グループ（TWG）が設置された。これは、

開発の分野ごとに担当省庁と関連ドナーが一同

に関して具体的な開発計画と支援内容を議論す

る場である。年1回のCGに加えて現地で頻繁

に開催されるものであり、以下で述べるPRSP

やセクターワイド・アプローチの具体的な議論

と調整の場となっている。

③PRSPとMDGsの連携（2000年、2001年以降）

2000年に国連開発機関を中心に「ミレニア

ム開発目標（MDGs）」が提示され、その一方、

世界銀行を中心に途上国に対して貧困削減に重

点を置いた開発計画であるPRSPの策定を求め

る動きが強まった。カンボジアにおいても、

2003年に「カンボジア・ミレニアム開発目標

（CMDGs）」が打ち出される一方、同年、世銀

はカンボジア財務省を中核において2003－

2005年を対象とする国家貧困削減戦略（National 

Poverty Reduction Strategy: NPRS）づくりを支

援した 。

④開発計画－NSDPとして統合（2005年）

世銀が主導したNPRS とADB（アジア開発

銀行）がその作成を支援してきた社会経済開発

計画（Social Economic Development Plan: SEDP）

は、2001年に作成された第二次SEDPと2003

年に作成されたNPRSが併存する形で、その混

乱と主導権の取り合いが指摘されてきた。しか

し2005年末になって、ようやく両者が一つの

NPRSとして一本化されることになった。カン

ボジアの関係省庁や関連する主要ドナーがそう

した統一的な開発計画の必要性を認識した結果、

開発計画としてNPRSと連携することを求めた

ことが背景にある。

実際の国家開発計画の策定過程としては、

SEDP、NPRS、CMDGsのそれぞれの策定を支

援してきたアドバイザー達が一つのグループと

してNPRSの作成を支援する形で、カンボジア

側では（財務省ではなく）計画省がとりまとめ

を担当し、ライン省庁（支援対象分野毎の担当

省庁）は各分野でその計画づくりに協力する形

がとられるようになった。

⑤ セクターワイド・アプローチの強化－教育

（SWAp）・保健医療（SWiM）

国際社会のさまざまな支援アクターが，その

支援を全体として効果的に進める方策として、

あるいは支援対象国のガバナンス課題に対する

アプローチとして、近年、重要性を増しつつあ

るのがセクターワイド・アプローチ（SWAp）

である。カンボジアにおいても1990年代後半

以来、とりわけ教育や保健医療分野において広

まってきた。教育分野ではSWAp、保健医療分

野では SWiM（Sector-Wide Management）とよ

ばれるように、これらの分野の政策について全

体的な政策枠組み（policy framework）を各ド

ナーが共有し、その上で各ドナーが分担してそ

れぞれに支援する形がとられるようになった。

セクターワイド・アプローチと密接に関連す

るのが、財政支援やコモン・プール（共通基

金）の有用性についての議論である。カンボジ

アにおいても財政支援の支援スキームに基づい

て各国が支援する方向に持っていくべきだとす

る英国や北欧のようなドナーがあった一方、日

本は引き続き、プロジェクトに基づいた支援を

重視してきた。世界銀行は、長期的には財政支

援の枠組みは望ましいとしながらも、財政支援

の前提となるのは政府の公共財政管理能力や透

明性などであり、援助協調が進展したこの時期
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においても、カンボジア政府の財政管理運営能

力は十分とはいえず、そうした過渡的な状況で

は財政支援は必ずしもうまく機能しないという

見解を持ち、カンボジアにおいては財政支援や

コモン・プールは広まることはなかった。

（２）カンボジアにおける援助協調下のオー

ナーシップの現実

上述のように、PRSPやMDGsが国際社会の

主要ドナーの協調の核としての役割を果たして

きていたとはいえ、開発や支援の方向性をめ

ぐって、ドナー間の主導権争いも一方で存在す

る面も否定できない。実際、ドナーにより支援

のエントリー・ポイント（相手国の中で支援の

中核として重視するカウンターパート）の違い

がみられる。各国内主体は、相手国の国内政治

過程の中でさまざまな組織間の政治的綱引きや

縄張り争いがみられることもよくある。こうし

た国内的な組織間の縄張り争いとドナー間の支

援のエントリー・ポイントの重点分野の違いが、

ある種の「組織間政治」を生み出すこともあ

る8。

カンボジアにおいては、1992年以来、多く

のドナーが支援に関わってきた。UNTACの終

了に引き続きカンボジア支援を熱心に進めた国

連開発機関をはじめ、アジア開発銀行や世界銀

行などの国際機関が、それぞれに復興支援の

ショーウィンドウとしてのカンボジアに深く関

わっていったが、各ドナーの支援のエント

リー・ポイントには重点の違いがみられる。こ

うした主要ドナーの支援のエントリー・ポイン

トの違いを簡略化して図式化したものが、図

12である。この図をみてもわかるように、カ

ンボジアの「オーナーシップ」を代表する主体

は、現実にはさまざまである。

国際機関について見ると、世界銀行は、その

支援にあたって通常、財務省をエントリー・ポ

イントとしている。カンボジアにおいては、

1992年当初、財務省の能力はきわめて弱く、

世界銀行はその人材育成と能力強化を支援し、

その公共財政管理能力の強化を進めてきた。一

方、アジア開発銀行は、計画省を中核に社会経

済開発計画づくりを支援してきた。計画省は、

伝統的な社会主義システムでは経済計画づくり

図 12．カンボジアでの援助の主要パートナー（概念図）

［被援助国側］

議会・与党

CDC(開発評議会) 
政府

財務省ないし計画省 

開発予算   開発計画

 担当省庁 line ministries 

stakeholders  
市民社会

UNDG 

ADB 世銀

日 本

米国・豪州等

（注）筆者作成
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の中核的な役割を担っており、復興過程でのカ

ンボジアにおいても、この計画省を中核に開発

計画づくりをすることが最も自然であると考え

られたからである。更にその一方で、国連開発

グループ（UNDG）は、援助協調の核となるカ

ンボジア側のカウンターパートとして、カンボ

ジアの内閣のもとに新たに設立されたカンボジ

ア開発評議会（CDC）を重視してきた。CDC

は比較的小さな組織で、開発予算を左右する権

限は持っていないが、開発の長期ビジョンづく

りなどに関わり、主要ドナーの援助のとりまと

めにあたる権限を持っている。

日本は1992年以来2010年まで、一貫してカ

ンボジアにおける最大支援国であり、その後も

引き続き主要援助国であり続けているが、日本

の援助のシステムとして、支援対象の分野毎の

担当省庁（これを line ministriesという）を支援

のカウンターパートとして重視してきた。また、

米国は、UNTAC後に成立したカンボジアの政

権の主要政党（与党）であり続けている人民党

が、UNTAC以前にかつてベトナムの支援をえ

てカンボジアを実効支配してきたヘンサムリン

政権の流れを組む社会主義政党であることから、

カンボジア政府を通じる支援を停止する米国議

会によって作られた法案が存在しており、主と

して、NGOなどいわゆる市民社会に対する直

接支援という形で援助を供与してきた。

（３）2010年代以降－国際援助協調の衰退

ところが、2010年に中国が日本を抜いてカ

ンボジアに対する最大ドナー（支援供与国）に

なると、1990年代後半から2000年代に進展し

てきた国際援助協調の枠組みは急速に衰退して

いくことになる。

①中国の最大援助国としての台頭

この原因は、第一に、最大援助国となった中

国が、国際援助協調の枠組みから距離を置いた

ことである。中国は2000年代に広まったセク

ター会合（分野別会合）に参加せず、特に中国

の支援の中核を占めるインフラ関連事業は、公

共事業省などの担当官庁（ライン省庁）との二

国間の交渉の中で案件が形成・実施されてきた。

また、そこにおいて、中国の開発事業の進め方

として、カンボジア政府側と他の開発事業の許

認可とバーター取引をしたり、融資と無償の援

助を組み合わせたり、他ドナーと比較して柔軟

な交渉戦術をとるといったことが行われてきた

とされ、それはカンボジアにとってメリットも

あった。その一方、交渉過程が非公開で透明性

に欠けるとの批判もあり、そうした不透明な決

定過程の中で、汚職や賄賂の可能性が指摘され

てきた。

②伝統的ドナーの影響力低下

ただし、中国のドナーとしての台頭だけが原

因というわけでもなく、2010年代にはいって、

米・英などが国際援助協調の姿勢を弱め内向き

志向となってきたことも指摘できよう。英国は

1997年に成立した労働党政権が国際援助協調

を重視する潮流を引っ張ってきたが、2010年

に労働党政権から保守党を中心とする政権（自

由民主党との連立）になってからは、財政支援

などの援助モダリティ（支援枠組み）に消極的

になった。また援助資金の「選択と集中」を主

張し、カンボジアは英国の「優先的援助対象

国」のリストから外れ、2014年以降は実質的

に援助が停止された。また、米国も、オバマ政

権（2009年1月～ 2017年1月）下では国際援助

協調の枠組みに歩調を揃えセクター会合にも出

席していたが、2017年に成立したトランプ政

権は「アメリカ・ファースト」を主張し、国際

援助協調から距離を置くようになっていた。

また、世界銀行も、カンボジア政府が、プノ
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表１．カンボジアにおける支援国会合メカニズムの進展と後退

年 カンボジア政府 援助協調の動向 カンボジア政治社会動向
1993 第 1 回カンボジア復興開発委員会

（ICORC、於：パリ）
1993 年まで国連が暫定統治、第一
回総選挙（KR不参加）、新王国憲
法公布、新王国政府成立

1994 国家復興開発計画（NPRD）　 第 2回 ICORC（於：東京）、
CDC設立

ポル・ポト派非合法化

1995 第 3 回 ICORC（於：パリ）
1996 第１次社会経済開発計画（SEDP）

1996 － 2000　
第 1回カンボジア支援国会合
（CG、於：東京）

イエン・サリ投降・恩赦

1997 　 第 2回 CG会合（於：パリ） CPP Funcinpec武力衝突、ASEAN加
盟見送り

1998 三角形戦略（TS） 第 2 回国政選挙、CPP/Funcinpec連
立政権、国連代表権を回復

1999 PRSP導入発表 第 3 回 CG会合（於：東京）、教育
SWAP・保健 SWIM導入、DDR 計
画発表（00 年開始）、政府・ﾄﾞﾅｰ ･
ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟWG設置

ASEAN加盟

2000 第 4 回 CG会合（於：パリ）
（PRSP導入） 

2001 第２次社会経済開発計画（SEDP）
2001 － 05　　

第 5回 CG会合（於：東京）

2002 第 6 回 CG会合（於：プノンペン） ASEANサミット主催（初のカンボ
ジアにるサミット主催）

2003 国家貧困削減戦略（NPRS）
2003—05、カンボジア・ミレニアム
開発目標（CMDGs）

17 の TWG/GDCC設置　 第 3回国政選挙

2004 四角形戦略（RS）
カンボジア・開発パートナー・調和
化・アラインメント宣言

第 7回 CG会合（於：プノンペン）

2005 カンボジア・調和化・アラインメン
ト・開発結果マネジメント行動計画

CG会合・国家戦略開発計画（NSDP）
に合わせて翌年に延期

「経済特別区の設置及び管理に関す
る政令 148 号」

2006 国 家 戦 略 開 発 計 画 2006-2010　
（SEDPと NPRSを統合）

第 8回 CG会合（於：プノンペン）

2007 　 第 9回 CG会合（於：プノンペン）、
米国・対政府直接援助を再開

2008 第 10 回 CG会合（於：プノンペン）第４回選挙 -人民党圧勝
2009 国家戦略開発計画（NSDP）

2009-2013　
第 11 回 CG会合（於：プノンペン）

2010 　 第 12 回 CG会合（於：プノンペン）、
中国が日本を抜いて最大ドナーとな
る

2011 2011 ～ 2013 年の世銀による援助の
凍結

プレアビヒア寺院をめぐってタイと
大規模な武力衝突が発生

2012 2 回目の ASEAN議長国
2013 5 か年戦略である「四辺形戦略」

（RS）を発表
第五回国民議会選挙 -救国党躍進

2014 国家戦略開発計画（NSDP）
2014-2018

英国・援助を 2014 年以降実質的に
停止

イオンモール開設

2015 産業開発政策（IDP）2015-2025
2016 世銀分類の「低所得国」から「中所

得国」に格上げ
2017 米国・政府への援助凍結 カンボジア救国党が最高裁命令で解

党
2018 第６回国民議会選挙 -人民党が 125

の全議席を独占
2019 国家戦略開発計画　（NSDP）

2019-2023
2020 EUによる経済制裁（特恵関税適用

停止、8 月）、中国との自由貿易協
定締結（10 月）

 （出所）筆者作成
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ンペン市内の開発事業の計画・実施に際して、

それまで居住していた住民の強制移転・排除を

強行したことを理由に、2011年から2013年に

かけてカンボジアへの援助を凍結した。

そうした中、中国が最大援助国として登場し

たことで、カンボジア政府の中国への経済・外

交両面での傾斜が進み、欧米や国際機関のカン

ボジア政府に対する民主化や開発における民主

的な手続きの重視の要請に耳を傾けなくなった

ということが、全体的な背景要因として指摘で

きよう。

③主要援助国の援助凍結

上述のように、2011年から2013年にかけて、

世銀がカンボジアへの援助を凍結し、2014年

には、イギリスがカンボジアへの援助を停止し

た。2017年末には、同年11月のカンボジア救

国党の解党命令を受けて、米国はカンボジア政

府への援助を停止した（市民団体への援助は継

続）。

2020年8月には、民主化や民主的ガバナンス

をその支援にあたって重視するEUが、実質的

な経済制裁の手段の一つとして特恵関税の適用

を停止した。EUは米国に次ぐカンボジアの縫

製品の主要な輸出先であり、その影響は小さい

とは言えない。その一方、直後の同年10月に、

カンボジア政府は中国との自由貿易協定を締結

した。また、カンボジアはすでにASEAN に加

盟し、中国とASEANの間の自由貿易協定の恩

恵を受けているため、この中国との新たな協定

は、シアヌークビルなどでの中国の投資に関わ

る協定であり、貿易上の影響は大きくないとの

見方もある。ともあれ、EUの経済制裁の経済

的及び政治的効果は、現時点では限定的なもの

に留まっているようである。

４．カンボジアにおける権威主義化の
外的要因

近年、カンボジアの政権は権威主義体制を強

化しつつある。他方で、カンボジアにおいて中

国の援助の拡大や経済的関係の強化が進んでい

るが、中国の「内政不干渉」や「政経分離」の

政策が、カンボジアの権威主義体制の強化に影

響を与えているのだろうか？

（１）カンボジアにおける人民党支配の強化

この議論を考察するためには、カンボジアの

政治状況に関する説明が必要であろう。

カンボジアでは、1993年5月の第1回総選挙

の結果、予想に反してフンシンペック（独立・

中立・平和・協力のカンボジアのための民族統

一戦線）党が最大議席を獲得したが、人民党・

フンシンペック党が連立政権を組んだ。1998

年7月の第2回総選挙を経て、11月にはフン・

センを中心とした人民党・フンシンペック党の

連立政権が再び成立するが、第3党としてのサ

ム・ランシー党も一定の組織力を持っていた。

2003－04年になっても、人民党とフンシンペッ

ク党の二大政党の連立関係は依然継続するも、

地方では人民党の組織が強く、2003年7月の第

3回総選挙では人民党が多数を占め、2005年の

上院選挙の実施も人民党主導となった。更に

2008年7月の第4回総選挙で人民党は圧勝した

（85議席獲得）。人民党の党員数は、過去四半

世紀の間に急速に拡大し、党員組織率は2008

年時点で人口の約36％、有権者の約59％に達

したとされる（山田、2011:10－11）。こうし

た圧倒的な組織率の拡大により、入党しなけれ

ば不利益を被る社会構造になってきたとされる。

2013年7月28日に第5回国民議会選挙が行わ

れ、フン・セン首相を首班とする政権が発足し

た。しかし、この選挙では、人民党の得票率は
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48.8％にとどまり、選挙に先立ってサム・ラン

シー党と人権党が合流した救国党が44.5%の得

票率を獲得した。総議席数123のうち、人民党

が68、二つの野党が合併して成立した救国党

（サムランシー党首）が55議席と、予想に反し

て人民党の勢力が伸び悩んだ。この要因として、

人民党政権の近年の腐敗・汚職に対する一般国

民の反感が野党の救国党の票に流れたとされ

る9。

2017年6月の地方選挙では全体として与党・

人民党がかろうじて優勢で（得票率50.8%）、

救国党の得票率は43.8%にとどまったものの、

都市部では野党に勢いがあった。こうした状況

のなか、政権の継続に危機感を抱いた与党は、

野党勢力の押さえ込みを図る。野党第一党で

あったカンボジア救国党に対し、2017年11月

に最高裁が解党を命じ、2018年7月に実施され

た普通選挙では人民党がすべての議席（123議

席）を独占し、事実上の一党支配体制となって

いる10（図13および写真8参照）。

その後も、フン・セン首相率いる人民党の政

権は、政権に批判的な言論を「フェイクニュー

ス」として厳しく取り締まったり、政権に批判

的なメディアの発行を禁止するなど、メディア

の情報統制を強化している11。

（２）援助と内政の関係－欧米の民主化支援と

中国の内政不干渉のインパクト

こうしたフン・セン政権の強権的な傾向の高

まりと中国の援助の拡大がどの程度の関係を

持っているのかを明らかにすることは容易では

ない。

2005年以降のカンボジアは、着実な経済発

展を達成した時期にあたる。一方で、中国の経

済的政治的影響力が急速に増してきた時期でも

ある。中国からの投資は2005年頃から急増し

（図10参照）、またその援助額は2010年に日本

図 13．これまでの国民議会選挙における主要政党の獲得議席（議席総数 123）

（注）公式結果をもとに筆者作成。救国党は前身のサム・ランシー党及び人権党の数値を合む。

写真 8 － 2017 年 11 月・救国党解党命令の日の最
高裁判所前の警備（筆者撮影）
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を抜いてカンボジアに対する最大ドナーとなり

（図9参照）、2011年以降は圧倒的に大きな援助

国として以前にも増して大きな影響力を持つよ

うになっている。

1990年代にはカンボジアへの主要援助国は

日本と欧米諸国であったが、2000年代後半に

中国の影響力が拡大するにつれ、与党である人

民党のフン・セン首相は、人権問題で改善を求

める国連機関やフン・セン一族の森林不法伐採

を糾弾するNGOなどを追い出すような行動を

とるようになった。また、政府による強引な土

地の接収や汚職・腐敗の蔓延などを理由に、世

銀のカンボジア政府に対する支援の一部が凍結

される事態も生じた。カンボジアの場合、国際

機関を含む欧米ドナーは、民主的制度やその手

続き、人権尊重や汚職対策を重視し、ガバナン

ス改革の一環としてそうした要素を援助供与の

際の考慮の要素として改善を求めてきた。実際、

2013年の選挙で救国党が議席を拡大した後の

時期には、カンボジアの市民社会の影響力の拡

大への期待も語られていた（OXFAM, 2014）。

しかし、中国が内政不干渉の原則のもとで多

額の支援を供与していることは、国際的な外交

的圧力を無力化させるものであり、ガバナンス

の不透明さや腐敗を温存させるのに役立ってい

るとの批判もある。また、カンボジアは2022

年のASEAN首脳会談の議長国となることが予

定されており、中国はその拡大する影響力を

使って、南シナ海問題に対するASEANの論調

を自国に有利な方向に持っていこうとしている

との議論もある。中国の支援（無償援助）案件

の一つとして、2023年にカンボジアで開催さ

れる予定の東南アジア競技会のメイン会場であ

るスタジアムが建設されることになっているの

も、中国の同様な意図を示すものであるとの指

摘もある。

このように、フン・セン首相や人民党の独裁

的な行動を可能にした背景として、欧米ドナー

から中国に援助と投資をより依存するように

なったことがあるという議論は可能であろう。

ただし、開発事業手続きが不透明であることや

汚職・腐敗等の課題は、国内の政治制度の問題

である。国外（外部ドナー等）からの政治への

影響力・インパクトも軽視し得ないが、本来的

には内からの民主政治のチェック機能が働くこ

とが重要である。カンボジアの事例は、2017

年の救国党の解散と2018年の総選挙での人民

党の議席独占によって、内からのチェック機能

が低下してしまったことが問題といわざるをえ

ない。

また、近年のカンボジアの権威主義体制化は、

外的な要因というよりは、カンボジア独自の構

造的な政治変化であると見る見方もできるかも

しれない。カンボジアの人民党政権は、もとも

と1978年末にベトナム共産党の後ろ楯を得て

ポル・ポト派をプノンペンから追放して成立し

た社会主義政権である。1993年のUNTACのも

とでの選挙に際して「マルクス－レーニン主

義」の党の綱領を放棄したとはいえ、社会主義

的な思想を背景とする政党であることは否定し

得ない。1993年から2000年代の間は、経済復

興と国の再建をするにあたって欧米を中心とす

る国際社会の支援は不可欠であり、カンボジア

の政権はその民主化要求の圧力を無視し得な

かった。

しかし、共産党が権力を握る中国が「内政不

干渉」の原則をかかげながらカンボジアへの最

大援助国として登場すると、もともとあった社

会主義的な国家運営が復活してきたと見ること

もできる。言い換えると、ある種の政治の「先

祖帰り」とも言えよう。他方、フン・セン政権

の権威主義化は、社会主義的な政治運営といっ

たイデオロギー的な側面とはあまり関係がなく、

着実な経済成長とともに拡大する経済利権を独
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占しようとする「利権政治」の強化であると見

る見方も可能であろう。

（３）日本のODAの外交的スタンス－「普遍的

価値」の共有か？

国際政治の議論においては、中国の援助が拡

大する中で、カンボジアだけでなく多くの開発

途上国で欧米ドナーのODAを通じた外交的影

響力は低下し、「民主主義が脆弱な国々で中国

の影響力が増している」との見方もある

（Walker et al、2017）。実際、欧米や日本が民主

化問題やガバナンスをめぐる課題を理由として

援助を削減しても、カンボジア政府を中国の援

助に依存する方向に追いやる結果になるだけで

あるとの見解もある。一例として、2017年11

月に米国が不発弾処理の援助を削減したところ、

中国が即座にその穴埋めとして援助を約束した

という事例があった12。

2017年11月17日には、カンボジアの最高裁

判所で、救国党の解党と100名以上の救国党の

政治家の政治活動を禁ずる命令が出された13。

EUや米国など多くの欧米諸国は民主化に逆行

する行動をとらないよう改善を求め、援助の削

減に言及している。こうした状況の中で日本が

果たすべき役割は、民主政治上の課題を理由に

援助を削減することではなく、むしろ引続き関

与しながら「静かな外交」を推し進めること、

すなわち、表立って批判してはフン・セン政権

はますます耳を傾けなくなるため、善意の友好

国として支援をしながら相手の面子をつぶさな

い形で助言をする方が効果的であるとの議論も

ある14。

実際、過去において、1997年7月にラナリッ

ト第一首相派（当時）とフン・セン第二首相派

（当時）の武力衝突の結果、フン・セン派が権

力を握った事件（いわゆる「7月政変」）の際

には、欧米ドナーがカンボジアへの援助を凍結

する中で、援助凍結はカンボジアの復興開発プ

ロセスを停滞させることになるとして、日本政

府は援助を継続したという先例がある。結果と

して、1998年に国民議会選挙が実施されたの

ち人民党とフンシンペック党の連立政権が継続

され、1999年にはASEANへの加盟が実現した

ことは、こうした「静かな外交」アプローチが

肯定的な結果につながったと評価する議論もあ

る。

他方で、こうしたアプローチは、日本は民主

主義を軽視しているとの批判を国際社会から受

ける可能性がある。1997年の時点での援助継

続は、内戦終了後まだ間もないカンボジアの復

興プロセスを支援する意味で正当化できたが、

新しい国家づくりから25年以上が経過した現

時点で、何を対カンボジア外交の優先的な価

値・国益と考えるべきなのか。カンボジアの民

主主義に逆行する動きに批判的な人々は欧米の

みならずカンボジア国内にも日本国内にもいる

中で15、日本の援助方針について、国際・国内

向け両面で説得力のある説明が求められよう。

近年の中国の圧倒的な経済力は否定しようも

なく、そうした中国の経済力を活用しながら経

済発展を進めようとするカンボジアの試み自体

は合理的選択でもある。中国がカンボジアの経

済や政治のあり方や行方を左右する大きな要因

であることは否定し得ず、中国が果たす役割は

きわめて大きい。中国が大国として国際的な責

任をより意識しながら、カンボジアをはじめと

する開発途上国の開発過程に関わっていくこと

を期待するとともに、そのような期待の実現に

むけた国際世論の圧力も必要であろう。

一方、「権威主義開発体制」が開発を効率的

に進める一つの道であるという考え方も、かつ

て1960年代から80年代にかけてないではな

かったが、今や東南アジアの多くの国が民主的

な社会に向けて努力している。また、開発を進
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めていく過程で、国民・住民の意見の尊重や腐

敗・汚職を防止するメカニズムとして、議会や

メディア・市民社会によるチェック機能は不可

欠であり、「債務の罠」に陥るリスクを軽減す

る観点でも、民主的な政権交代や議会・マスメ

ディア等のチェック機能は重要であろう。

長らく最大のドナーとしてカンボジアの経済

開発を支援してきた日本としては、国際社会と

民主主義的価値を共有する観点から、地道にカ

ンボジアの経済開発への支援を継続しながら、

民主的な社会づくりに向けた手助けもあわせて

積極的に進めていくべきであろう。
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